
4広報にっこう

歳　　入 歳　　出

公債費公債費((14.2％)14.2％)
59.9億円59.9億円
公債費(14.2％)
59.9億円
公債費(14.2％)
59.9億円

総務費総務費((12.6％)12.6％)
53.0億円53.0億円
総務費(12.6％)
53.0億円
総務費(12.6％)
53.0億円

衛生費衛生費((9.4％)9.4％)
39.3億円39.3億円
衛生費(9.4％)
39.3億円
衛生費(9.4％)
39.3億円

教育費教育費((9.4％)9.4％)
39.5億円39.5億円
教育費(9.4％)
39.5億円
教育費(9.4％)
39.5億円

民生費(民生費(31.6％)31.6％)
132.8億円132.8億円
民生費(31.6％)
132.8億円
民生費(31.6％)
132.8億円

消防費消防費(4(4.9％)20.8.9％)20.8億円億円消防費(4.9％)20.8億円消防費(4.9％)20.8億円

商工費商工費((6.6％)27.86.6％)27.8億円億円商工費(6.6％)27.8億円商工費(6.6％)27.8億円

土木費土木費((7.5％)31.57.5％)31.5億円億円土木費(7.5％)31.5億円土木費(7.5％)31.5億円

農林水産業費農林水産業費(2(2.9％).9％)
   　　　　12.0億円   　　　　12.0億円
農林水産業費(2.9％)
   　　　　12.0億円
農林水産業費(2.9％)
   　　　　12.0億円

その他その他(0(0.9％).9％)
 　　 3.9億円 　　 3.9億円
その他(0.9％)
 　　 3.9億円
その他(0.9％)
 　　 3.9億円

合計額
420.5億円
合計額

420.5億円
合計額

420.5億円

地方交付税地方交付税((26.0％)26.0％)
109.4億円109.4億円
地方交付税(26.0％)
109.4億円
地方交付税(26.0％)
109.4億円

国庫支出金国庫支出金((10.9％)10.9％)
45.8億円45.8億円
国庫支出金(10.9％)
45.8億円
国庫支出金(10.9％)
45.8億円

県支出金県支出金((6.4％)6.4％)
27.0億円27.0億円
県支出金(6.4％)
27.0億円
県支出金(6.4％)
27.0億円

市税(市税(31.2％)31.2％)
131.4億円131.4億円
市税(31.2％)
131.4億円
市税(31.2％)
131.4億円

繰入金繰入金(4(4.5％)19.0.5％)19.0億円億円繰入金(4.5％)19.0億円繰入金(4.5％)19.0億円

諸収入諸収入(3(3.7％)15.3.7％)15.3億円億円諸収入(3.7％)15.3億円諸収入(3.7％)15.3億円

市債市債((5.1％)21.45.1％)21.4億円億円市債(5.1％)21.4億円市債(5.1％)21.4億円

地方消費税交付金地方消費税交付金((5.2％)22.05.2％)22.0億円億円地方消費税交付金(5.2％)22.0億円地方消費税交付金(5.2％)22.0億円

市債市債(臨時財政対策債(臨時財政対策債))
(0.6(0.6％)％)2.6億円2.6億円
市債(臨時財政対策債)
(0.6％)2.6億円
市債(臨時財政対策債)
(0.6％)2.6億円

その他その他(6(6.4％).4％)
26.6億円26.6億円

その他(6.4％)
26.6億円

その他(6.4％)
26.6億円

合計額
420.5億円
合計額

420.5億円
合計額

420.5億円

会　計　名 令和５年度予算額 対前年度伸率

令和５年度特別会計
会計別当初予算額

国民健康保険事業 86億6,254.6万円 △3.4％
後期高齢者医療事業 12億6,943.6万円 2.8％
介護保険事業 83億3,003.8万円 1.2％
診療所事業 1億7,224.1万円 20.0％
温泉事業 8,803.9万円 21.7%
銅山観光事業 1億2,596.0万円 69.6％
公共用地先行取得事業 0.5万円 ０%
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※�臨時財政対策債は、元利償還金（借りたお金とそれに対する利子
の支払額）の全額が、地方交付税の算定に算入されます
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ポイント③ 女性活躍推進

ポイント① ３つの重点プロジェクト（主な事業）

魅力いっぱいプロジェクト

 地産地消推進事業費

（42,825千円）
　日光産の農作物の地産地消と市
場における日光産米のブランド力
強化をすすめ、販路の新規需要拡
大に向けた事業を支援します。

 新しい働き方推進事業費

（20,300千円）
　ワーケーションやサテライトオ
フィスの定着に向け、一元的な情
報収集・発信のためのポータルサ
イトを作成するなど、新しい働き
方の創出と推進に取り組みます。

 気候変動対策事業費

（66,350千円）
　再生可能エネルギー導入に向け
たゾーニング等調査を実施する
など、「2050年ゼロカーボンシ
ティ」の実現に向け取り組みます。

未来かがやくプロジェクト

 教育支援センター費

（44,727千円）
　令和４年度に組織化された教育
支援センターについて、旧交流促
進センターへの移転整備を行い、
教育環境および支援機能の強化を
図ります。

 �教育用パーソナルコンピュー
タ管理費

（54,274千円）
　授業はもとより、学校でのさま
ざまな活動へ活用の機会を広げる
ことで、ＩＣＴ教育の向上が図ら
れるよう、全小中学校の体育館に
ホームルーターなどを設置し、
Wi-Fi が使用できる環境を整備し
ます。

人がつながるプロジェクト

地域まちづくり事業費

（7,237千円）
　市民の皆さんが主体となるまち
づくりを推進するため、地域まち
づくり協議会の活動への補助制度
を創設します。
　また、課題を把握するために集
落の巡回などを行い、地域まちづ
くり協議会の活動につなげること
ができるよう、まずは足尾地域へ
集落支援員を配置します。

 地域おこし協力隊事業費

（27,685千円）
　地域おこし協力隊について、特
定の課題解決に向け、さらなる活
動強化につなげるため、インター
ン制度を導入するとともに、移住
定住を専門的に担う隊員などの登
用に向け準備を進めます。

 地域活性化推進事業費

（13,216千円）
　足尾・栗山地域のにぎわい創出
や、小来川地区の公共施設の活
用・集約など、地域の活性化に向
けた取り組みを進めます。

 物価高騰対策指定ごみ袋配付事業費

� （20,687千円）
　市民の皆さんの生活を支援するため、全世
帯を対象に市指定ごみ袋を配付します。

 プレミアム付き共通商品券発行事業費� （49,500千円）

　市民の皆さんの生活や、事業者の方々を支えるため、20％
のプレミアム付き商品券の発行を支援します。

 学校給食費補助金交付事業費� （87,574千円）

　材料費などが値上がりしている学校給食費について、市から
の助成を増額することで家計負担が増加しないよう支援します。

ポイント② 物価高騰対策

 女性活躍推進事業費

（10,890千円）
　６月に当市で開催される、Ｇ７男女共同参
画・女性活躍担当大臣会合を好機ととらえ、
デジタルワーク人材
育成による女性の就
業などを支援すると
ともに、男性の家事
スキルアップ支援事
業など、女性活躍へ
向けた取り組みを進
めます。

産業
振興

互助
共助

教育
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